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１ 

中小企業の業況判断ＤＩは、２期連続して低下した。 

前期と比べた全産業の業況判断ＤＩは、２期連続して低下した。（▲12.8→▲18.9） 
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第１７４回 中小企業景況調査報告書 
（２０２３年１０－１２月期）〈卸売業編〉 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈 地域の業況 〉 

 

 

  

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

卸売業 

▲16.7 

地域別業況判断ＤＩの推移（全産業） （2020年10-12月期～2023年10-12月期） 

中小企業の業況判断ＤＩの推移（産業別） 

※網掛け部分は景気後退期 

全産業 

▲18.9 

※ＤＩとは･･･ 
「好転」と回答した企業の割合―「悪
化」と回答した企業の割合。ＤＩ値が
マイナスの場合は、悪化したと回答し
た企業の数が多いことを示す。 

四国、関東、中部、東北、近畿、九州・沖縄、中国、北海道のすべての地域でマイナス幅が拡大

した。 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 広報・情報戦略統括室 総合情報戦略課 

〒１０５－８４５３ 東京都港区虎ノ門３－５－１ 虎ノ門３７森ビル 

ＴＥＬ： ０３－５４７０－１５２１ (直通) 

https://www.smrj.go.jp/research_case/research/survey/index.html 

(注)１．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。 

２．関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と沖縄の合計。  

３．業況判断ＤＩ＝前期に比べて「好転した」企業の割合－前期に比べて「悪化した」企業の割合。 
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１．卸売業の動向 

卸売業の業況判断ＤＩは、▲16.7(前期差9.4ポイント減)とマイナス幅が拡大した。また、売上

額ＤＩは▲11.8(前期差6.7ポイント減)、資金繰りＤＩは▲11.4(前期差4.3ポイント減)といずれ

もマイナス幅が拡大した。 

業況判断ＤＩを業種別に見ると、機械器具で▲14.0（前期差1.1ポイント増）とマイナス幅が縮

小し、農畜産物・水産物・食料・飲料で▲14.7（前期差15.5ポイント減）とプラスからマイナス

に転じ、家具・建具・じゅう器等で▲25.0（前期差24.7ポイント減）、鉱物・金属材料・建築材

料で▲18.2（前期差14.9ポイント減）、医薬品・化粧品・化学製品で▲13.9（前期差10.7ポイン

ト減）、その他の卸売業で▲22.0（前期差9.4ポイント減）、繊維品・衣服・身の回り品で▲10.4

（前期差1.1ポイント減）とマイナス幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※網掛け部分は景気後退期 

卸売業 業種別 業況判断ＤＩ（2020年10-12月期～2023年10-12月期） 
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（単位：％）
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２．卸売業の設備投資動向 

設備投資を実施した企業割合は、卸売業全体で21.8％（前期差0.8ポイント増）と増加した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．卸売業の経営上の問題点 

今期直面している経営上の問題点としては、前回同様｢仕入単価の上昇｣が１位にあげられてお

り、「需要の停滞」が２位、「従業員の確保難」が３位となった。 

 
 

 1位 2位 3位 4位 5位 

今期 
(10-12月期) 

仕入単価の上昇 

 

（29.7％） 

需要の停滞 

 

（18.4％） 

従業員の確保難 

 

（9.7％） 

人件費の増加 

 

（8.1％） 

人件費以外の経費

の増加  

（7.9％） 

前期 
(7-9月期) 

仕入単価の上昇 

 

（30.3％） 

需要の停滞 

 

（18.7％） 

人件費以外の経費

の増加  

（8.4％） 

従業員の確保難 

 

（8.3％） 

人件費の増加 

 

（6.3％） 

 

４．卸売業の地域別業況判断ＤＩ 

地域別に見ると、中部、関東、北海道、東北、九州・沖縄、中国、近畿、四国でマイナス幅が

拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１位にあげた企業の割合） 

中小企業の地域別業況判断ＤＩの推移 

卸売業 

（2020年10-12月期～2023年10-12月期の動き） 

(注)１．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。 

２．関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と沖縄の合計。  

３．業況判断ＤＩ＝前期に比べて「好転した」企業の割合－前期に比べて「悪化した」企業の割合。 
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５．卸売業の原材料・商品仕入単価ＤＩ（前年同期比）の推移について 

原材料・商品仕入単価ＤＩ（「上昇」－「低下」、前年同期比）は、（前期76.5→）73.5（前

期差3.0ポイント減）と２期ぶりに低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［調査対象企業のコメント］ 

・ 原油価格の高騰に伴う、仕入価格の上昇、及び燃料費、その他経費の急激な上昇があり、商品価格を、適正利益の

確保まで引き上げすることが、他社競合の状況等から、困難な状態。[宮城] 

・ 引合いは、昨年に比べ、活発になってきている。物価高騰により、購買力が低下、新築需要も横ばいではあるが、

リフォーム関連の動きが良い。[長野] 

・ 温暖化の影響で、冬物商材が苦戦した。今後もコストは、エネルギーから素材、物流費など、上昇すると思われる

ので、対策をしっかりと立てて遂行しないと、黒字体質を確保できない。[愛知] 

・ 為替の安定感が無く、全般的に、円安傾向が続く中、資材等の値上がりも見込まれている。輸入商品が９割を占め

る弊社としては、仕入単価上昇、販売価格への転嫁が大きな課題となっている。[兵庫] 

・ 残暑が続いているため、全体的な消費は、非常に悪く、上向く様子を感じられない。インボイス制度がスタート

し、事務負担も増加しているため、厳しい状況が続くと思われる。[広島] 

・ 観光や外食の動きは、随分活発になってきたが、物価上昇による、経費増加の影響により、業況が好転するまでに

至らない。販売単価は当然上げているが、その影響で取引額が少なくなる得意先も多く、悩ましいところである。

[高知] 

・ 売上については、全体的に回復傾向にあるが、販売単価の上昇及び転嫁難、タイムラグがあり、売買差益の確保が

大きな課題である。また、米穀については、県産米の安定供給に対する仕入の確保が、今期の重要な課題となる。

[長崎] 

 
［調査要領］ 
(1) 調査時点：２０２３年１１月１５日時点 
(2) 調査方法：原則として、全国の商工会､商工会議所の経営指導員及び中小企業団体中央会の情報連絡員

が訪問面接し、聴き取りによって行った。 
(3) 回収状況：中小企業基本法に定義する全国の中小企業で、調査対象数18,833のうち有効回答数17,952 

（有効回答率95.3％）（産業別の動向は、卸売業の有効回答数1,093を集計したもの｡） 

産業別原材料・商品仕入単価ＤＩの推移 


